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産学官連携施策の経緯

Ｈ７ 「科学技術基本法」制定

Ｈ８ 科学技術基本計画策定

Ｈ１０ 「大学等技術移転促進法（ＴＬＯ法）」制定
承認ＴＬＯ → ３２機関 ［平成１５年４月時点］
特許出願数 → ２，３６１件 ［平成１４年１２月時点］

Ｈ１１ 「産業活力再生特別措置法」制定

Ｈ１２ 「産業技術力強化法」制定

Ｈ１３ 第２期 科学技術基本計画の策定

Ｈ１４ 知的財産戦略大綱 知的財産基本法

Ｈ１５ 国立大学法人法（審議中）
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産学官連携施策の実績

国立大学等における産学連携の取組みは、急速に拡大している。

２．７倍６２大学
（平成１４年度）

２３大学共同研究
センター

４．６倍５，２６４件１,１３９件共同研究

伸び率平成１３年度平成３年度



大学発ベンチャー創出実績
（平成１４年８月までの累計）

Ｈ１２年

Ｈ１３年

Ｈ１４年

１２７社１２７社

２５１社２５１社

４２４社４２４社

海外大学発ベンチャー設立件数（年間）海外大学発ベンチャー設立件数（年間）

「AUTM Licensing Survey FY1998」より
「貿易産業省『Industry-University Co-operation Survey』 1996」より

アメリカ（２０００） ３６８社

イギリス（１９９６） ４６社
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大学を起点とする日本経済活性化のた
めの構造改革プラン （平成１３年６月）

世界最高水準の大学作り
(1)評価に基づく競争原理の徹底
(2)大学発の新産業創出の加速
(3)民の発想を活かした新しい経営システムへ転換

人材大国の創造

(1)世界に通用するプロフェッショナルの育成
(2)社会・雇用の変化に対応できる人材の育成

都市・地域の再生
(1)都市・地域と一体となった大学への転換
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産学官連携システム改革プラン
～産学官連携の強化を通じた我が国経済社会の活性化に向けて～

大学を核としたイノベーション創出プログラム
(1)大学発ベンチャー創出支援制度
(2)マッチングファンドによる共同研究推進
(3) 産学官連携支援事業 等

知的創造による地域産学官連携強化プログラム

(1) 知的クラスター創成事業
(2) 都市エリア産学官連携促進事業

知的財産戦略の策定

(1) 大学知的財産本部の設置
(2) 技術移転支援センターの設置
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知的クラスター創成事業
知的活動・連携体制整備等のポテンシャルの極めて高知的活動・連携体制整備等のポテンシャルの極めて高
いい 地域を選定し、各種産学官連携事業を集中的に展開地域を選定し、各種産学官連携事業を集中的に展開
１３クラスター（１５地域）１３クラスター（１５地域）

自治体が主体的に事業計画を策定自治体が主体的に事業計画を策定

大学等を核とした産学連携体制大学等を核とした産学連携体制
各種産学官連携事業の集中的な展開各種産学官連携事業の集中的な展開
自治体の指定する中核財団等を事業の実施主体として補助自治体の指定する中核財団等を事業の実施主体として補助
（１地域当たり（１地域当たり 年間年間55億円程度億円程度××55年間）年間）

＜概＜概 要＞要＞
(1) (1) 事業実施の司令塔となる「知的クラスター本部」の設置（本部長、事業総括、研究統事業実施の司令塔となる「知的クラスター本部」の設置（本部長、事業総括、研究統
括等の配置）括等の配置）

(2) (2) 大学共同研究センター等を核とした産学官共同研究の実施大学共同研究センター等を核とした産学官共同研究の実施

(3) (3) 専門性を重視した科学技術コーディネータ（目利き）や「弁理士」等のアドバイザー等専門性を重視した科学技術コーディネータ（目利き）や「弁理士」等のアドバイザー等
の配置の配置

(4) (4) 研究成果の特許化及び育成のための研究開発の促進研究成果の特許化及び育成のための研究開発の促進

(5) (5) 研究成果発表等のためのフォーラム等の開催研究成果発表等のためのフォーラム等の開催 等等



知的クラスター創成事業実施地域知的クラスター創成事業実施地域

札幌クラスター札幌クラスター [ IT ][ IT ]

浜松クラスター浜松クラスター [ IT [ IT ・ライフ・ライフ]]

長野・上田クラスター長野・上田クラスター [ [ ナノナノ ]]

京都クラスター京都クラスター[ [ ナノナノ ]]

関西文化学術研究都市クラスター関西文化学術研究都市クラスター
[ IT[ IT・ライフ・ライフ ]]

神戸クラスター神戸クラスター[[ライフライフ]]

広島クラスタ広島クラスタ
ーー [ [ ライフライフ ]]

高松クラスター高松クラスター [ [ ライフライフ ]]

北九州学術・北九州学術・ 研究都市クラスター研究都市クラスター[ IT ][ IT ]

福岡クラスター福岡クラスター [ IT ][ IT ]

大阪クラスター大阪クラスター[[ライフライフ]]

関西広域クラスター関西広域クラスター

九州広域クラスター九州広域クラスター

仙台クラスター仙台クラスター [ IT[ IT ]]

大学等を核として関連研究機関や研究開発型企業等による国際的な競争力のある大学等を核として関連研究機関や研究開発型企業等による国際的な競争力のある

技術革新のための集積の創成を目指す。技術革新のための集積の創成を目指す。

富山・高岡クラスター富山・高岡クラスター[ [ ライフライフ ]]１地域当たり年間１億円１地域当たり年間１億円
（３年間支援）（３年間支援）

＜金沢地域＜金沢地域[ [ ライフライフ ]]＞＞

＜岐阜・大垣地域＜岐阜・大垣地域[ [ ライフライフ ]]＞＞

名古屋クラスター名古屋クラスター[ [ ナノナノ ]]

徳島クラスター徳島クラスター[ [ ライフライフ ]]

＜宇部地域＜宇部地域[ [ ライフライフ ]]＞＞

１５地域（１３クラスター）１５地域（１３クラスター）
１地域当たり年間５億円１地域当たり年間５億円
（５年間支援）（５年間支援）

＜３地域（試行地域）＞＜３地域（試行地域）＞
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都市エリア産学官連携促進事業

都市エリアに着目し、自治体の主体性、地域の個性
発揮を重視し、特定の領域に特化し、当該エリアで大学
等を核とする産学官連携事業の促進を図る。

自治体が主体性、大学等の能力、事業運営の中核財団等の
存在等を評価し、１９エリアを公募、選定（平成１４年７月）

自治体の指定する中核財団等を事業の実施主体とし補助
（１地域当り 年間１億円程度×３年間）

＜概要＞＜概要＞

（１）個性発揮を重視した柔軟な運営（１）個性発揮を重視した柔軟な運営

（２）シーズ探索のための科学技術コーディネータの派遣（２）シーズ探索のための科学技術コーディネータの派遣

（３）新技術シーズ創出のための産学官共同研究の実施（３）新技術シーズ創出のための産学官共同研究の実施

（４）地域で得られた研究成果について、企業化に向けたモデル化の共同育（４）地域で得られた研究成果について、企業化に向けたモデル化の共同育
成研究をタイムリーに実施成研究をタイムリーに実施



都市エリア産学官連携促進事業実施地域都市エリア産学官連携促進事業実施地域

筑波研究学園都市エリア筑波研究学園都市エリア
情報通信情報通信

大阪／和泉エリア大阪／和泉エリア
ナノテク・材料、情報通信ナノテク・材料、情報通信

熊本エリア熊本エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

岡山西部エリア岡山西部エリア
製造技術製造技術

桐生・太田エリア桐生・太田エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

霞ヶ浦南岸新興都市エリア霞ヶ浦南岸新興都市エリア
環境、エネルギー環境、エネルギー

静岡中部エリア静岡中部エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

新潟エリア新潟エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

豊橋エリア豊橋エリア
情報通信情報通信

宍道湖・中海エリア宍道湖・中海エリア
環境環境

播磨エリア播磨エリア
ナノテク・材料、製造技術ナノテク・材料、製造技術

千葉・東葛エリア千葉・東葛エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

鹿児島市エリア鹿児島市エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

松山エリア松山エリア
製造技術製造技術

大分県央エリア大分県央エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

八戸エリア八戸エリア
エネルギーエネルギー

山形・米沢エリア山形・米沢エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

郡山エリア郡山エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

北上川流域エリア北上川流域エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

１９地域１９地域

１地域当たり年間約１億円１地域当たり年間約１億円
（３年間支援）（３年間支援）

知的クラスターよりも地理的に小さなエリア（都市エリア知的クラスターよりも地理的に小さなエリア（都市エリア
）の個性を重視した産学官連携の促進）の個性を重視した産学官連携の促進

平成１５年度予算 ：３１億円

（平成１４年度予算：２５億円）
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経済産業省との具体的連携施策

１．「地域クラスター推進協議会（仮称）」の設置１．「地域クラスター推進協議会（仮称）」の設置

２．地域実施機関の連携２．地域実施機関の連携

３．「合同成果発表会」の開催３．「合同成果発表会」の開催

文部科学省文部科学省 経済産業省経済産業省

新技術シーズ新技術シーズ

市場ニーズ市場ニーズ

知的クラスター知的クラスター 産業クラスター産業クラスター
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